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巻末資料 掲載リンク・連絡先一覧 
●出入国在留管理庁 

 

 

 

 

 

  

■外国人受入環境整備交付金についての問合せ先（Ｐ．１・１０２掲載） 

出入国在留管理庁在留管理支援部在留支援課受入環境整備交付金係 

Mail: zairyushien03@moj.go.jp  （LGWAN用アドレス） 

zairyushien03@i.moj.go.jp （上記以外） 

■通訳支援事業への問合わせ先（Ｐ．９２掲載） 
〇 登録・利用方法など技術的な事項に係る問合せ（令和６年度） 
株式会社 BRIGDE MULTILINGAL SOLUTIONS  

   Mail: tsuyaku-shien@bridge-ms.com TEL:03-5366-6018 
 
〇 その他のことに関する問合せ 
出入国在留管理庁在留管理支援部在留支援課在留支援情報・連携係 

Mail: zairyushien01@moj.go.jp  （LGWAN用アドレス） 

zairyushien01@i.moj.go.jp （上記以外） 

 

■総合的対応策のページ（Ｐ．４掲載） 

https://www.moj.go.jp/isa/policies/coexistence/nyuukokukanri01_0
0140.html 

 
■外国人受入環境整備交付金のページ（Ｐ．６･９･２１掲載） 

https://www.moj.go.jp/isa/publications/materials/nyuukokukanri02
_00039.html 

 

■ＦＲＥＳＣのページ（Ｐ．３掲載） 

https://www.moj.go.jp/isa/support/fresc/fresc01.html 

■外国人在留支援センター 

「地方出入国在留管理局が参加する相談会の情報」（Ｐ．８９掲載） 

 https://www.moj.go.jp/isa/support/fresc/fresc01.html#tihou-soudan 

■令和５年度外国人受入環境整備交付金を活用した地方公共団体に

おける一元的相談窓口の現況について（Ｐ．９掲載） 

（令和６年９月 出入国在留管理庁在留支援課公表） 

https://www.moj.go.jp/isa/content/001423857.pdf 
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●その他 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

■地方公共団体における「多言語音声翻訳サービス」の導入ガイド（Ｐ．１３掲載） 

（令和３年４月 総務省情報流通行政局情報流通振興課作成） 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000745491.pdf  

 

 ■日本司法支援センター（法テラス）等との連携についての問合せ先（Ｐ．８１掲載） 
① 法テラス地方事務所の連絡先  
 

② 日本弁護士連合会業務部業務第二課 

  多文化共生社会の実現に関するワーキンググループ担当 

  電話番号０３－３５８０－９８４１（代表） 

https://www.houterasu.or.jp/chihoujimusho/index.html 

■外国人生活支援ポータルサイトのページ（Ｐ．９４掲載） 

https://www.moj.go.jp/isa/support/portal/index.html 

 
■やさしい日本語ガイドラインのページ 

（外国人生活支援ポータルサイト）（Ｐ．９５掲載） 

https://www.moj.go.jp/isa/support/portal/plainjapanese_guideline.html 

 
■生活・就労ガイドブックのページ（Ｐ．９６掲載） 

https://www.moj.go.jp/isa/guidebook_all.html 

 
■外国人支援コーディネーター制度の創設の経緯等について（Ｐ．９９掲載） 

https://www.moj.go.jp/isa/support/coexistence/04_00038.html  

 
■養成研修について （Ｐ．９９掲載） 

https://www.moj.go.jp/isa/policies/coexistence/04_00076.html  

 


	【決裁案１】「一元的相談窓口設置・運営ハンドブック」 （令和７年２月改訂）.pdfから挿入したしおり
	表紙
	目次
	コラム一覧
	■ハンドブックの改訂内容について
	■外国人在留支援センターとは
	■一元的相談窓口の委託等について
	■一元的相談窓口の現況について
	■共同方式の運営方法の例
	■交付金取扱要領の改正について（窓口実施業者による有料事業の取扱い）
	■多言語対応について
	■通訳人、入管庁通訳支援事業（電話通訳）、翻訳機を組み合わせた多言語対応（新潟県）
	■外国人受入環境整備交付金に係る地方財政措置について
	■広報経費の考え方について
	■翻訳機の貸出しについて
	■出張相談について
	■都道府県の役割について
	■一元的相談窓口のオンライン対応に係るアンケート結果について
	■他機関との連携について
	■一元的相談窓口での様々な取組
	■出入国在留管理庁、地方出入国在留管理局主催の研修会について
	■ボランティアの活用について
	■日本司法支援センター（法テラス）等との連携について
	■令和５年度実施外国人受入環境整備交付金に係るアンケート調査結果
	■受入環境調整担当官の様々な取組
	■受入環境調整担当官の様々な取組（つづき）
	■合同相談会 ～地方版FRESCを目指す取組について～
	■地域における関係機関の連携事例
	■地域における関係機関の連携事例（つづき）
	■一元的相談窓口における電話・映像通訳や翻訳機の活用
	■出入国在留管理庁在留支援課の役割について

	はじめに
	第１章　一元的相談窓口の概要
	１｜経緯
	２｜一元的相談窓口とは
	第２章　外国人受入環境整備交付金
	１｜外国人受入環境整備交付金とは
	（１）補助金としての性格
	（２）目的
	（３）交付対象
	（４）対象事業
	（５）一元的相談窓口の条件
	（６）交付率
	（７）交付限度額
	ア　単独方式（交付対象が単独で窓口を設置する方式）の場合
	イ　共同方式（複数の交付対象が共同で窓口を設置する方式）の場合

	（８）交付対象経費
	ア　整備事業
	イ　運営事業

	（９）交付金の対象とならない経費

	２｜交付金事務の１年の流れ
	３｜外国人受入環境整備交付金の活用例
	（１）交付限度額２００万円の活用例
	（２）交付限度額５００万円の活用例

	第3章　一元的相談窓口の設置・運営
	１｜一元的相談窓口設置までの流れ
	（１）福島県南相馬市の例
	（２）兵庫県尼崎市の例
	（３）福岡県苅田町の例
	（４）大分県宇佐市の例
	（５）その他の例

	２｜一元的相談窓口の取組事例
	（１）長野県
	（２）千葉県船橋市
	（３）埼玉県ふじみ野市
	（４）仙台市
	（５）北九州市
	（６）群馬県太田市
	（７）広島市、府中町、海田町、熊野町及び坂町
	（８）浜松市

	３｜一元的相談窓口を設置・運営している地方公共団体の声
	①一元的相談窓口を設置したきっかけ
	②相談員の確保方法
	③相談員の育成
	④窓口の周知・情報発信の方法
	⑤一元的相談窓口の設置・運営にあたり工夫していること
	⑥一元的相談窓口の運営にあたり苦労すること／その対処法
	⑦窓口を設置した効果・設置して良かったこと
	⑧窓口の設置を検討している自治体へのアドバイス

	第4章　出入国在留管理庁による在留支援の取組
	１｜受入環境調整担当官による支援
	２｜相談事例の共有
	３｜通訳支援事業の実施
	４｜国等の制度の紹介
	５｜やさしい日本語の普及
	６｜生活・就労ガイドブック
	７｜外国人支援コーディネーター育成研修
	巻末資料　掲載リンク・連絡先一覧
	おわりに


